
嘉麻市住民投票条例（仮称）素案 

 

 （趣旨） 

第１条 この条例は、嘉麻市自治基本条例（平成２２年嘉麻市条例第８号。

以下「自治基本条例」という。）第３２条第２項の規定に基づき、住民投

票の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

 （市政に関わる重要事項） 

第２条 自治基本条例第３２条第１項及び第３３条第１項に規定する「市政

に関わる重要事項」とは、市及び市民全体に重大な影響を及ぼす事案であ

って、市民に直接その賛否を問う必要があると認められるものをいう。た

だし、次に掲げる事項を除く。 

 (１) 市の権限に属さない事項。ただし、市の意思として明確に表示しよ

うとする場合は、この限りでない。 

 (２) 法令の規定に基づき住民投票を行うことができる事項 

 (３) 市の組織、人事及び財務に関する事項 

 (４) 専ら特定の市民又は地域に関係する事項 

 (５) 地方税の賦課徴収並びに分担金、使用料及び手数料の徴収に関する

事項 

 (６) 前各号に掲げるもののほか、住民投票に付することが適当でないと

明らかに認められる事項 

 

 （住民請求及び住民投票の資格） 

第３条 自治基本条例第３３条第１項の住民投票の請求（以下「住民請求」

という。）をすることができる者（以下「請求資格者」という。）及び住民

投票をすることができる者（以下「投票資格者」という。）は、嘉麻市の

議会の議員及び市長の選挙権を有する者（公職選挙法（昭和２５年法律第

１００号）第２２条の規定による選挙人名簿の登録が行われた日において

選挙人名簿に登録されている者をいう。）とする。 

 

 （住民請求の手続） 

第４条 住民請求は、請求資格者の代表者から市長に対して書面により行う

ものとする。 

２ 住民請求に係る手続は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号。以下

「法」という。）第７４条第２項から第４項まで及び第６項から第８項ま

で、第７４条の２第１項から第６項まで並びに第７４条の３第１項から第

３項までの規定の例による。 

 

 （住民投票の形式） 

第５条 住民投票に付する事案は、二者択一で賛否を問う形式とする。 

 

 （住民投票の執行） 

第６条 住民投票は、市長が執行するものとする。 

２ 市長は、法第１８０条の２の規定に基づき、その権限に属する住民投票



の管理及び執行に関する事務を嘉麻市選挙管理委員会（以下「選挙管理委

員会」という。）に委任するものとする。 

 

 （投票資格者名簿） 

第７条 選挙管理員会は、投票資格者の名簿（以下「投票資格者名簿」とい

う。）を調整するものとする。 

２ 前項の規定による投票資格者名簿の調整は、公職選挙法第４章に規定す

る選挙人名簿（以下「選挙人名簿」という。）の調整をもってこれに代え

ることができるものとする。 

３ 投票資格者名簿の取扱いについては、選挙人名簿の例による。 

４ 選挙管理委員会は、投票資格者名簿の登録を行ったときは、直ちに当該

投票資格者名簿に登録されている者の総数の５０分の１及び３分の１の数

を告示しなければならない。 

 

 （住民投票実施の公表等） 

第８条 市長は、住民投票を実施するときは、直ちにその要旨を公表すると

ともに、選挙管理委員会にその旨を通知しなければならない。 

 

 （投票日） 

第９条 選挙管理委員会は、前条の規定による通知があった日から起算して

３０日を経過した日から９０日を超えない範囲内において住民投票の期日

（以下「投票日」という。）を定めるものとする。 

２ 選挙管理委員会は、前項の規定により投票日を定めたときは、当該投票

日その他必要な事項を当該投票日の７日前までに告示しなければならない。 

３ 選挙管理委員会は、第１項の規定により定めた投票日に衆議院議員若し

くは参議院議員の選挙、福岡県の議会の議員若しくは知事の選挙又は嘉麻

市の議会の議員若しくは市長の選挙が行われるときその他選挙管理委員会

が特に必要があると認めるときは、当該投票日を変更することができる。 

４ 選挙管理委員会は、前項の規定により投票日を変更したときは、変更後

の投票日及び変更理由について、直ちに告示しなければならない。 

 

 （投票所等） 

第１０条 投票所及び第１４条の期日前投票における投票所（以下「期日前

投票所」という。）は、選挙管理委員会の指定した場所に設ける。 

２ 選挙管理委員会は、投票所については投票日の５日前までに、期日前投

票所については前条第２項の規定による告示の日にそれぞれ告示しなけれ

ばならない。 

 

（投票をすることができない者） 

第１１条 投票資格者名簿に登録されていない者は、投票をすることができ

ない。 

２ 投票資格者名簿に登録された者であっても、公職選挙法第１１条第１項

各号に掲げる者は、投票をすることができない。 

３ 投票日の当日（第１４条の期日前投票にあっては、投票をしようとする



日）に、投票資格者でない者は、投票をすることができない。 

 

（投票の方法） 

第１２条 住民投票は、１人１票の投票とし、秘密投票とする。 

２ 住民投票の投票を行う投票資格者（以下「投票人」という。）は、投票

用紙の賛成欄又は反対欄から一つを選択し、所定の欄に自ら○の記号を記

載しなければならない。 

３ 前項の規定にかかわらず、身体の故障その他の理由により、自ら投票用

紙に○の記号を記載することができない投票人は、代理投票等により投票

をすることができる。 

 

 （投票所においての投票） 

第１３条 投票人は、投票日の当日、自ら投票所に行き、投票資格者名簿の

抄本の対照を経て、投票をしなければならない。 

 

 （期日前投票等） 

第１４条 投票人は、前条の規定にかかわらず、期日前投票又は不在者投票

を行うことができる。 

 

 （無効投票） 

第１５条 次に掲げる投票は、無効とする。 

 (１) 所定の投票用紙を用いないもの 

 (２) ○の記号以外の事項を記載したもの 

 (３) ○の記号のほか、他事を記載したもの 

 (４) ○の記号を投票用紙の賛成欄及び反対欄のいずれにも記載したもの 

 (５) ○の記号を投票用紙の賛成欄又は反対欄のいずれに記載したのか判

別し難いもの 

 (６) 白紙投票 

 

 （情報の提供） 

第１６条 選挙管理委員会は、第９条第２項の規定による住民投票の告示の

日から当該住民投票の投票日の２日前までに、当該住民投票に関する必要

な情報を広報その他適当な方法により提供しなければならない。 

２ 選挙管理委員会は、前項に規定する情報の提供に当たっては、中立性の

保持に留意し、投票結果に影響を与えることのないようにしなければなら

ない。 

 

 （投票運動） 

第１７条 住民投票に関する投票運動は、自由とする。ただし、買収、脅迫

等により投票人の自由な意思が拘束され、又は不当に干渉されるものであ

ってはならない。 

 

 （住民投票の成立要件） 

第１８条 住民投票は、一の事案について投票した者の総数が当該住民投票



の投票資格者数の２分の１に満たないときは、成立しないものとする。こ

の場合においては、開票作業その他の作業は行わない。 

 

 （投票結果） 

第１９条 住民投票の結果は、有効投票総数の過半数をもって決するものと

する。 

 

 （投票結果の告示等） 

第２０条 選挙管理委員会は、住民投票が成立しなかったとき又は住民投票

が成立し、投票結果が確定したときは、直ちにこれを告示するとともに、

当該告示の内容を市長に報告しなければならない。 

２ 市長は、前項の報告に係る住民投票が住民請求によるものであるときは、

その報告の内容を直ちに当該住民請求に係る代表者に通知しなければなら

ない。 

３ 市長は、第１項の報告に係る住民投票が議員の発議によるものであると

きは、その報告の内容を直ちに市議会議長に通知しなければならない。 

 

 （住民請求の制限期間） 

第２１条 この条例による住民投票が実施された場合は、前条第１項の規定

による告示の日から２年間は、同一の事案又は当該事案と同旨の事案につ

いて住民請求を行うことができない。 

 

 （投票及び開票） 

第２２条 前条までに定めるもののほか、住民投票の投票及び開票に関し必

要な事項については、公職選挙法、公職選挙法施行令（昭和２５年政令第

８９号）及び公職選挙法施行規則（昭和２５年総理府令第１３号）の規定

により行われる地方公共団体の議会の議員又は長の選挙の例による。 

 

 （委任） 

第２３条 この条例の施行に関し必要な事項は、規則で定める。 

 

   附 則 

この条例は、嘉麻市自治基本条例の施行の日から施行する。 


